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1. 研究背景と目的 

港湾整備事業における浚渫工事に伴って生じた浚渫

土砂や，石炭による火力発電によって生じた石炭灰等

の土砂系廃棄物の埋立処分量は年々増加している 1) 2)．

しかし，現状，環境問題や社会・経済的影響により新

規処分場の立地が難しく，既存埋立処分場内の土砂を

効率よく圧縮し減容化することが求められている 3)． 

現在，振動締固め工法等の土砂を圧縮する効果が高

い地盤改良技術が開発されているが，これらの工法は

土の体積減少と密度増大が伴っているため，理論上，

埋立処分場の減容化と地盤改良を両立した工法である

と推測される． 

本研究では，減容化と地盤改良の両立を模擬した室

内試験より，土の圧縮特性や体積圧縮挙動の把握とと

もに，体積圧縮後の土の強度特性を求めた． 

 

2. 用いた試料の物理特性 

本研究で用いた土は，砂質土である豊浦砂，非塑性

シルトである石英粉，粘性土である新潟港浚渫土の全

3 試料である．図-1に，粒径加積曲線と各試料の土粒

子密度，塑性指数を示す． 

 

 

図-1 粒径加積曲線と土粒子密度，塑性指数 

 

3. 中空ねじりせん断試験の概要 

本研究では，供試体の側方応力条件が明確であるこ

とと，供試体の水平・鉛直面に共役なせん断応力を確実

に作用させることができることから，中空ねじりせん

断試験を用いた．供試体は中空円筒状であり，外径 7cm，

内径 3cm，高さ 10cmである．供試体の作製方法と，圧

密前と圧密後の平均乾燥密度を表-1に示す． 

本研究では応力制御とひずみ制御の 2 種類の繰返し

載荷試験を行い，応力制御ではせん断ひずみの絶対値

が 10％を超えた時点，ないし過剰間隙水圧比が 0.95に

達した時点で試験を終了した．ひずみ制御は排水条件

下で行い，ひずみ振幅は豊浦砂と石英粉では±0.5%，新

潟港浚渫土では±3%，波数はそれぞれ 30，100 回供試

体に与えた．このとき，供試体の初期有効拘束圧は

50kN/m2，繰返し載荷は載荷周波数 f=0.02Hz で与えた． 

本研究の試験ケースは， 

【ケース A】非排水で応力制御による繰返し載荷試験 

【ケース B】排水でひずみ制御による繰返し載荷 30 回

→非排水で応力制御による繰返し載荷試験 

【ケース C】排水でひずみ制御による繰返し載荷 100回

→非排水で応力制御による繰返し載荷試験 

とする．ケース A では，各試料の基準となる液状化強

度特性を求めた．ケース B,Cでは，1回目に繰返し載荷

をしながら排水して供試体を密実化しており，これは

繰返し載荷による減容化を模擬している．密実化され

た供試体に対して 2 回目の繰返し載荷を行い，供試体

の液状化強度特性を求めた． 

 

表-1 供試体作製方法とせん断前の平均乾燥密度 

 

 

4. 試験結果 

 試験結果の一例として，図-2に豊浦砂のケースBにお

ける1回目の繰返し載荷を行ったときのせん断ひずみ

の時刻歴（図-2a），せん断応力の時刻歴（図-2b），体

積ひずみの時刻歴（図-2c），間隙比の時刻歴（図-2d）

を示す．時刻歴より，排水条件下でのひずみ制御による

繰返し載荷試験によりせん断中に体積圧縮し，供試体

キーワード 減容化，土砂系廃棄物，体積圧縮，繰返し載荷，液状化抵抗 

連絡先 〒321-8585 栃木県宇都宮市陽東 7-1-2 宇都宮大学地域デザイン科学部 TEL．028-689-7041 

Ⅲ-17 第48回土木学会関東支部技術研究発表会



 

の密度が増加しているため繰返し載荷回数の増加とと

もに発生するせん断応力が大きくなっている． 

 図-3（a）にケースA，図-3（b）にケースCの2回目の

繰返し載荷試験をほぼ同じ載荷回数で液状化したケー

スで比較した有効応力経路と過剰間隙水圧比の時刻歴

を示す．ケースAではある時点で急激に有効応力が減少

する一方，ケースCでは有効応力が一定の大きさで減少

するもののその度に有効応力が回復し，試験終了後に

残留有効応力があり，過剰間隙水圧比がゼロに戻る．こ

の現象は，密な砂に対して発生するサイクリックモビ

リティー4)によるものだと考えられる． 

 図-4に各ケースの液状化強度曲線を示す．また，図-

5にそれぞれの液状化強度比の比較を示す．豊浦砂はケ

ースAの液状化強度比RL20＝0.19に対し，強度がケース

Bは2.6倍，ケースCは4.4倍となる．石英粉はケースAの

RL20＝0.07に対し，強度がケースBは2.7倍，ケースCは

4.1倍となる．新潟港浚渫土はケースAのRL20＝0.33に対

し，強度がケースBは1.6倍，ケースCは2.0倍となり，全

試料において密実化させることで液状化強度が増加す

る結果となった． 

 

5. 結論 

 以下に本稿の結論を示す． 

I. 排水条件下でひずみ制御による繰返し載荷試験を

行ったとき，供試体は体積圧縮し密度が増加する． 

II. 供試体を密実化させて繰返し載荷試験を行ったと

ころ，密な砂に対して発生するサイクリックモビ

リティーと同様の現象が確認された． 

III. 排水条件下でひずみ制御による繰返し載荷試験を

行い体積圧縮した供試体の液状化強度は，基準の

液状化強度に比べて大きく増加する．また，非塑性

の土の方が，塑性がある土よりも密実化させたと

きの液状化強度の増加率が大きくなる． 
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 図-2 ひずみ制御（排水）による繰返し載荷試験の例  

 

（a）非排水応力制御 

 

（b）排水ひずみ制御 100 回→非排水応力制御 

図-3 有効応力経路，過剰間隙水圧比の時刻歴 

 

図-4 液状化強度曲線 

 

図-5 液状化強度比の比較 
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